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後序
「私はすべての正直者、すべての愛国者、すべての意欲者を私のそば
に召喚する」（First Inaugural Address of Woodrow Wilson in INAUGURAL
ADDRESSES OF THE PRESIDENTS OF THE UNITED STATES２３１（１９８９））
序
「ホワイトハウスのツアーリ」（White House Czar）。一見しただけでは
必ずしも要領をえないこの言葉は、アメリカの政治スラングである。ス
ラングにすぎないが、しかし、２００８年にオバマ（Barack Obama）が大統
領に就任して以来、今なおこの言葉は政治の世界やジャーナリストの間
では頻繁に使用されている。
それでは、この言葉が示す意味は何か。それは、ホワイトハウス内に
おいて、政策立案と政治調整の分野で幅広く活躍しているスタッフまた
はその地位自体のことを指す。しかも、上院の承認を得ないまま就任し
ている者がいるため、ホワイトハウス内で権勢を振うかれらを指して、
ツアーリと揶揄しているわけである。
論 説
千葉大学法学論集 第２８巻第１・２号（２０１３）
５５０（１１７）
しかし、連邦議会との協調主義路線を歩むかのように見えたオバマ大
統領がなぜこのようなポストを用意しているのであろうか。その理由を
考えていくと、アメリカを統べる大統領であっても、その政治運営が一
筋縄ではいかない様子を垣間見ることができる。
２００８年の大統領選挙に勝利したオバマは、選挙戦において様々な政策
を掲げていた。不法移民の合法化や国民健康保険制度の実現はオバマ政
権の目玉ともいえる政策である。上下両院でも民主党が多数を握ったこ
とから、オバマ大統領はただちにこれらの政策を実現するかに見えた。
しかし、上院ではフィリバスタ （ーFilibuster）（１）による議事妨害が存在
し、これを乗り越えなければ、法案を通すことは難しかった。フィリバ
スターを防ぐためには６０議席以上を確保しなければならなかったが、
２００８年の連邦議会議員選挙後の民主党の上院における議席数は５６であ
り、６０には及ばなかった。このため、オバマ大統領は目玉政策を推進す
ることができなかった。移民問題や保険問題は世論を２つに割るほどの
大きな問題であり、共和党の反発も強かったからである。そうこうする
うちに、２０１０年に中間選挙を迎え、共和党が議席を伸ばし、下院は共和
党が過半数を握ることになった。このため、オバマ大統領はますます政
治運営が難しくなった。政策実現どころか、中間選挙で台頭してきた
ティーパーティーの影響もあり、２０１１年には予算をめぐりオバマ大統領
と連邦議会が衝突し、このままいくとデフォルトになる状況にまで追い
込まれた。
⑴ BLACK’S LAW DICTIONARY,７０４（９th ed.２００９）．フィリバスターとは、「引
き伸ばしの戦略であり、特に延長させたり、しばしば無関係な演説をした
りするもので、立法行為を妨げようとして行われる」ことをいう。この方
法は、法案審議だけでなく、上院の承認が必要な人事についても行われ、
重要なポストが空席のままになってしまうこともある。過半数を占めてい
るにもかかわらず、議事が進まなくなってしまうことから、その合憲性に
ついて疑義も呈されている。See Michael J. Gerhardt, The Constitutional-
ity of the Filibuster, ２１ CONST. COMMENTARY ４４５（２００４）．また、近時の増
加傾向について、砂田一郎「米国上院のフィリバスター――増加するその
党派的使用」武蔵野大学政治経済研究所年報３号１７９頁（２０１１年）を参照。
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５４９（１１８）
このような状況は決められない政治と揶揄され（２）、オバマ大統領は再
選の憂き目にあうとすら囁かれ始めた。もちろん、オバマ大統領はただ
手をこまねいていたわけではない。オバマ大統領は少しでも政策実現を
行おうと努力してきたのである。その１つが、ホワイトハウスの機能強
化であった。
政策実現のために必要なことは立法府の承認だけではない。立法府の
承認は最終的な議決の時までに得られればいいのであって、むしろ政策
実現に向けて最初に必要なことは、政策立案形成およびそれに伴う執行
府内の調整である。大統領制をとるアメリカでは大統領を頂点とする一
元的な指揮系統ができあがっているようにみえるが、実際にその手足と
なるのはホワイトハウスであり、そこで形成された政策を各行政機関と
調整していく。そのため、ホワイトハウスのスタッフには政策立案能力
と調整能力が求められることになる。そこでオバマ大統領は、ホワイト
ハウス内に政策形成と調整の両方を行えるポストをいくつも用意した。
従来から、こうしたポストはいくつか存在していたが、行政機関の
チェックを任務とする職が多かった。一方、オバマ大統領は、政策形成
および調整的機能を重視し、これまでにないほど多くのポストを新設し
たのである。こうして登場したのが、ホワイトハウスのツアーリであっ
た。
ところが、ツアーリの創設は立法府の反発を招いた。なぜなら、オバ
マ大統領はこれらの職に重要な任務を与えていながらも、上院の承認と
いうプロセスを経ていなかったからである。これは、上院の承認権を侵
害するのではないかという問題に加え、仮に侵害していなくても大統領
はそうした職を創設できるのかという問題を惹起する。つまり、大統領
は他権の関与なく自律的にホワイトハウスのスタッフを任命することが
できるのかという問題が生じるのである。
そこで本稿は、ツアーリをめぐる憲法問題について分析を加えること
⑵ See, e.g., Zachary A. Goldfarb, The Political Deadlock over National
Debt , WASH. POST, Apr. ５, ２０１２, http:／／articles.washingtonpost.com／２０１２-
０４-０５／business／３５４５３２１４_１_national-debt-tax-policy-center-taxmaggedon.
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５４８（１１９）
にしたい。まずは、ホワイトハウスにツアーリが登場するに至った経緯
やオバマ政権におけるツアーリを概観する。つぎに、ツアーリに対する
立法府の反発と、それに対するオバマ大統領の反論を考察する。そのう
えで、ツアーリが上院承認条項を侵害しないかどうかを検討し、さらに
大統領がツアーリを設けることができるかどうかについて検討すること
にしたい。
Ⅰ 政策決定と組織改革
１ ホワイトハウスのスタッフ
大統領にとって、ホワイトハウスのスタッフの存在はきわめて重要で
ある（３）。大統領は執行府の長であることから、各行政機関の長を監督す
ることができるが、かれらの任命には上院の承認を得なければならな
い。また、縦割構造であるがゆえに、大統領が政策を実現するためには
各機関の調整が必要となってくる。そのため、大統領が直接的に政策を
形成および決定する場はホワイトハウスということになり、大統領はホ
ワイトハウスのスタッフをフル活用して政策実現を目指すことになる。
そのような組織をまとめて、大統領行政府（Executive Office of the
President）と呼ぶ（４）。「大統領行政府は、ホワイトハウスオフィス（Office
of President、ホワイトハウス事務局とも呼ばれる）、副大統領事務局（Office
of the Vice President）、大統領行政府に属する機関（Agencies of the Ex-
ecutive Office of the President）、大統領諮問機関（Presidential Advisory
Organization）で構成されている」（５）。
⑶ Matthew J. Dickinson, The Executive Office of the President: The Para-
dox of Politicization, in THE EXECUTIVE BRANCH １３５―１７３（Joel D. Aber-
bach and Mark A. Peterson eds.２００５）.
⑷ コーウィン（Edward S. Corwin）は、これをもって「組織化された大統領
制」（Institutionalized Presidency）が登場したとする。EDWARD S. CORWIN,
THE PRESIDENT: OFFICE AND POWERS,１７８７―１９８４３４０―３４１（１９８４）.
⑸ 廣瀬淳子「アメリカの大統領行政府と大統領補佐官」レファレンス６７６号
４６頁（２００７年）。
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これを制度化したのは、Ｆ・Ｄ・ルーズベルト（F. D. Roosevelt）大統
領であり、法律によって設置されているもの、大統領命令で設置されて
いるもの、再編計画により設置されているものがある。「大統領行政府
の歳出予算は、金融サービス・政府一般歳出予算法、商務・司法・科学
歳出予算法、内務・環境歳出予算法の３つの法律に分けて計上されてい
る」（６）。任用については、上級職は上院の承認が必要になっているが、
どのラインをもって上級職とするか否かについては不明瞭な部分が多
く、政治任用との境界線は必ずしも明らかではない。
この大統領行政府で大統領の手足となっているのが、ホワイトハウス
オフィスであり、大統領補佐官や大統領法律顧問等、多数の部局が存在
する。ホワイトハウスオフィスは、アイゼンハワ （ーDwight D. Eisen-
hower）政権のときに目覚ましく発展し、その重要性が認識されるよう
になった。「大統領は、ホワイトハウス職員授権法（７）の規定の範囲内で、
大統領補佐官等のホワイトハウスオフィスのスタッフを、他の公務員の
雇用や給与に適用される法律にかかわらず、自由に任命し、給与を決定
することができる」（８）。
ホワイトハウスのスタッフは、政権により新たな職が設けられること
があり、政策実現の重要なツールとなっている。とりわけ、上院の承認
によらずに任命すれば、自らの政策に近い者を任命することができるの
であって、政策実現に大きな役割を果たすことになる。その反面、かれ
らが大きな力を持ち、政策決定において重要な役割を担うようになる
と、上院の承認が形骸化してしまうおそれがある。
また、ホワイトハウスのスタッフは大統領の側近であるため、連邦議
会で証言させることが難しい。なぜなら、大統領はホワイトハウス内の
会話を証言させられる可能性のある者を連邦議会の要請に応じて証言さ
せることはあまり考えられないからである。かりに、連邦議会が召喚状
⑹ 廣瀬淳子「オバマ政権の大統領行政府とホワイトハウスの機構――アメ
リカにおける行政機関の再編――」外国の立法２４６号５頁（２０１０年）。
⑺ White House Personnel Authorization Act of １９７８, P.L. ９５―５７０, ９２ Stat.
２４４５（１９７８）.
⑻ 廣瀬・前掲注⑸５３頁。
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５４６（１２１）
を発行して強制的に証言させようとしても、大統領は執行特権（execu-
tive privilege）によって拒絶することが予想される。ゆえに、ホワイトハ
ウスのスタッフは、立法府の統制からも免れることができ、大統領に
とってはきわめて重要な職なのである。
そこで、大統領は、政策を実現するために上院の承認を得ない職を創
設して、かれらに重要な権限を持たせたことから、ツアーリと揶揄され
るようになった。
２ アメリカ版ツアーリ
ツアーリの原語はロシア語のtsarであり、一般には、ロシア皇帝を指
す言葉である（９）。ロシア皇帝が専制君主として君臨していたことから、
独裁的なものを指す用語として用いられることが多い。そのツアーリが
最初にアメリカナイズされたのは、１８００年代にさかのぼる。当時、合衆
国銀行をめぐる政治的対立があり、連邦政府の円滑な運営をはかるため
に合衆国銀行が必要だと考える者たちと連邦政府の権限拡大を批判する
者たちとが激しく対立していた。そうした中、１８１２年の第２次米英戦争
の戦費や西方部の領土獲得資金の調達のために、１８１７年に第２合衆国銀
行が設立された。そして１８２２年にモンロ （ーJames Monroe）大統領によっ
て第２合衆国銀行の総裁となったニコラス・ビドル（Nicholas Biddle）は
財政を安定させるために紙幣の流通量の調整を行った。その際、その手
腕が圧制者のようであると批判され、ロシア皇帝をもじって「ツアー
リ・ニコラス」（Czar Nicholas）と揶揄されたのが、アメリカ版ツアーリ
という名称の原形とされる。
もっとも、この言葉がメディアでよく使われるようになったのは２０世
紀中盤のことである。そして、その対象は合衆国銀行の代わりを実質的
に果たしている連邦準備委員会ではなく、ホワイトハウスのスタッフに
向けられた。Ｆ・Ｄ・ルーズベルト大統領が上院の承認を得ずに側近を
⑼ Jonathan D. Puvak, Executive Branch Czars, Who Are They? Are They
Needed? Can Congress Do Anything About Them?, １９WM. & MARY BILL
OF RTS. J.１０９１,１０９５（２０１１）.
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任用して政策実現に活用したことから、かれらに向けてツアーリという
言葉が使われるようになったのである（１０）。したがって、現在、アメリカ
の政治スラングでツアーリという言葉を使う場合、基本的に上院の承認
のないホワイトハウスの高官を指す。
Ｆ・Ｄ・ルーズベルト大統領は、大統領府などの組織を創設し、政策
実現に必要な機関を整備したが、それでもツアーリを必要とした。それ
は、大統領のイニシアティブの下で、新しい政策形成に向けて柔軟に対
応し、適切な助言を行うことができる者が必要だったからである。その
ため、大統領はツアーリを任命する際、政策分野ごとに、自らの政策を
効果的に遂行するために必要な助言を行ってくれる人物を選ぶ。ゆえ
に、ツアーリは、大統領によって専門領域を割り当てられ、その分野に
ついて助言を行うことになる。つまり、ツアーリは、各省庁の長官レベ
ルの役割をホワイトハウス内で果たすことになるのである。
たとえば、Ｆ・Ｄ・ルーズベルト政権では値段のツアーリことヘン
ダーソン（Leon Henderson）、ニクソン（Richard M. Nixon）政権ではエネル
ギーのツアーリことラヴ（John Love）、クリントン（William J. Clinton）政
権ではY２Kのツアーリことコスキネン（John Koskinen）、といった具合で
ある（１１）。このように、Ｆ・Ｄ・ルーズベルト大統領以降、各大統領はホ
ワイトハウス内にツアーリを抱えることが慣行化していったのである。
３ オバマ政権のツアーリ
このツアーリを積極的に活用したのがオバマ大統領であった（１２）。どの
ポジションをもってツアーリと呼ぶかについては議論の余地があるが、
少なくとも２００９年の時点で４０人近くがツアーリになっていると指摘され
る（１３）。こうした状況に対し、共和党のマケイン（John S. McCain）上院議
⑽ Randy James, A Brief History of White House Czar, TIME, Sep. ２３,２００９,
http:／／www.time.com／time／politics／article／０，８５９９，１９２５５６４，００.html.
⑾ Barbara L. Schwemle, Todd B. Tatelman, Vivian S. Chu and Henry B.
Hogue, The Debate over Selected Presidential Assistants and Advisors:
Appointment, Accountability, and Congressional Oversight, CRS REP.
R４０８５６,４―５（２０１１）.［hereinafter CRS REP.］.
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５４４（１２３）
員は「ロマノフ朝の皇帝よりも多いツアーリが存在している」と批判し
ている（１４）。
連邦議会調査局が作成したCRSレポートによると、オバマ大統領が任
命した代表的なツアーリは以下のとおりである。安全保障のツアーリと
して、ブレナン（John Brennan）が対テロおよび国土安全に関する国家安
全保障担当補佐官（Assistant to the President and Deputy National Secu-
rity Advisor for Counterterrorism and Homeland Security）に任命された。
この職は、国土安全保障省と国家安全保障局を統合したようなもので、
ブレナンはテロ対策や国土安全保障を担当し、国家安全保障局や国土安
全保障省の政策を吟味する役割を担っている。
エネルギー関係のツアーリとして、ブラウナ （ーCarol Browner）がエ
ネルギーおよび気候変動補佐官（Assistant to the President for Energy and
Climate Change）に任命された。この職については、大統領命令１３４９９号
と１３５００号において言及されている（１５）。ブラウナーは、気候変動対策を
盛り込んだエネルギー政策を実現すべく、大統領と環境保護庁との関係
⑿ オバマ政権（第１次）のホワイトハウスのスタッフの特徴については、久
保文明編著『オバマ大統領を支える高官たち――政権移行と政治任用の研
究』８４―８６頁（日本評論社、２００９年）［足立正彦（第４章オバマ政権の特徴）執
筆部分］も参照。
⒀ Michael A. Fletcher and Brady Dennis, Obama Critics Say Policy
‘Czars’Skirt Proper Oversight, Vetting, WASH. POST, Sep. １６, ２００９, http:
／／articles.washingtonpost.com／２００９-０９-１６／politics／３６７８７７６１_１_border-czar-
car-czar-steven-rattner#_methods＝onPlusOne%２C_ready%２C_close%２C_
open%２C_resizeMe%２C_renderstart%２Concircled&id＝I０_１３６７８７９９５８１２５
&parent＝http%３A%２F%２Farticles.washingtonpost. com&rpctoken＝
５６６９４２８７．ただし、その中には以前から存在するポジションであったり、そ
の後上院の承認を得た者も含まれる。
⒁ Steven Holland, Obama Fashions a Government of Many Czars, REU-
TERS, May２９,２００９, http:／／www.reuters.com／article／２００９／０５／２９／us-obama-
czars-analysis-idUSTRE５４S５U１２００９０５２９.
⒂ Executive Order No.１３４９９,７４Fed. Reg.６９７９（Feb.１１,２００９）; Executive
Order No.１３５００,７４Fed. Reg.６９８１（Feb.１１,２００９）.
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を調整するという役割を担っている。
都市計画のツアーリとして、キャリオン（Adolfo Carrion）が、ホワイ
トハウス都市政策室（White House Office of Urban Affairs）室長に任命さ
れた。この職については、直接大統領命令１３５０３号によって創設されて
いる（１６）。本命令によれば、このツアーリの役割は、都市政策について
リーダーシップをとりながら各行政機関の調整を行い、各行政機関と共
に都市計画に影響を与える活動を考慮し、都市政策について効果的な予
算の使い方を考え、その他の様々な組織と協同して都市計画を考えるこ
とであるという。そのため、キャリオンは、都市政策について各行政機
関や他の組織と連携しながら、効果的な都市計画をまとめあげていくと
いう役割を担っている。
医療改革のツアーリとして、デパール（Nancy-Ann Deparle）が、ホワ
イトハウス医療改革室（White House Office of Health Reform）室長に任命
された。この職も、大統領命令によって新たに設けられたものであり、
大統領命令１３５０７号が根拠法令となっている（１７）。本命令の冒頭で、すべ
てのアメリカ市民が高度な医療を受けられるようにするとの目標を掲
げ、１条で「医療制度の改革は私の政権の重要目的である」と規定して
おり、オバマ大統領の健康保険改革に対する意気込みが伝わるととも
に、そのためにこの職を設けていることがわかる。そして、ホワイトハ
ウス医療改革室が医療改革を主導していくとし、改革に必要な戦略を練
り、不要な規制を撤廃し、大統領の医療改革を実施できるように各行政
機関を調整する役割を担っている。また、ホワイトハウス医療改革室が
行政機関と緊密な連絡をとるために、健康福祉省内に医療改革室を設け
ることとした。
政府の運営責任のツアーリとして、ジーンツ（Jeffrey Zients）が、効率
運営長（Chief Performance Officer）に任命された。ジーンツは効率的、効
果的、透明性のある政府を目指すという役割を担っている。なお、ジー
ンツはOMB（Office of Management and Budget）の予算副局長にも任命
⒃ Executive Order No.１３５０３,７４Fed. Reg.８１３９（Feb.１９,２００９）.
⒄ Executive Order No.１３５０７,７４Fed. Reg.１７０７１（Apr.１３,２００９）.
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され、その後上院の承認を受けたため、ホワイトハウスの職員リストか
ら外されている。
また、ホワイトハウスのスタッフではないが、行政機関にもツアーリ
のようなポジションが存在する（１８）。大統領ではなく、行政機関の長が重
要な役割を与えた場合である。たとえば、２００９年４月に、ナポリターノ
（Janet Ann Napolitano）国土安全保障省長官は国際問題の副長官および国
境問題の特別代表にバーシン（Alan Bersin）を任命した。ナポリターノ長
官はツアーリという言葉を使わなかったが、オバマ大統領はそのような
ポジションを国境ツアーリ（border czar）と呼び、国境パトロールが円滑
に行えるように各機関との調整をはかることが目的であるとされてい
る。
他の例を挙げれば、２００９年６月、財務省は、ファインバーグ（Kenneth
R．Feinberg）を不良資産救済プログラム（Troubled Asset Relief Program）
の特別主事（Special Master）に任命している。この職は、支払審査ツ
アーリ（Pay czar）と呼ばれることからもわかるように、不良資産救済プ
ログラムで企業等に支払われた救済金の適切性をチェックするものであ
る。２００８年金融経済安定化法（Emergency Economic Stabilization Act of
２００８）は、企業幹部に支払う救済金の限界に関する規定を設けており、
財務長官はそれを実施するために規則を制定することが認められてい
た（１９）。そこで、財務長官は規則により、特別主事の職を新たに設けたの
である（２０）。当該規則により、特別主事は法律の意図する限界を解釈した
り、一定の救済支給を認めたりする権限が付与された。
また、省庁レベルではないが、環境諮問会議（Council on Environ-
mental Quality）もツアーリを設けている。２００９年５月、サトリ （ーNancy
Sutley）委員長は、グリーンツアーリ（Green Czar）として、グリーンジョ
⒅ CRS REP., supra note １１, at ３４―３８．なお、本稿は大統領がホワイトハウ
スに設けたツアーリを対象とするため、以下に述べるポストは本稿の対象
とするツアーリではないが、オバマ政権が他でもそうしたポストを設ける
傾向があることを示すために触れておくことにする。
⒆ １２U.S.C.５２２１.
⒇ ７４Fed. Reg.２８３９４,２８４２０（June１５,２００９）.
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ブに関する特別助言者（Special Advisor for Green Jobs）にヴァン・ジョー
ンズ（Anthony Van Jones）を任命した。ジョーンズは、環境に配慮した
エネルギー効率を高める仕事の創造につき、各行政機関と協力しながら
推進することになった。
オバマ政権におけるツアーリの特徴は、その数が増加したこともさる
ことながら、その役割が特徴的である（２１）。オバマ大統領は、専門分野の
ツアーリを使って、各行政機関を横断的に調整しながら、政策実現をは
かろうとした。これは、これまでのツアーリが主に規制緩和を推進しよ
うとしてきたのと異なる点である。従来のツアーリは個別の政策実現に
向けた調整というよりも、規制のチェックという、行政機関をコント
ロールしようと試みる組織であった。そうした傾向はレーガン（Ronald
Reagan）政権の頃から顕著になった。レーガン政権は、OMBやOIRA
（Office of Information and Regulatory Affairs）などの新たな組織を設ける
ことによって各行政機関を統制しようとしたのである。規制の強弱に関
する志向性に違いはあれども、クリントン政権も同様にホワイトハウス
主導型の政治を行い、行政機関をそれに服せしめようとした（２２）。一方、
オバマ政権のツアーリは政策実現に向けた協力体制の構築に奔走するも
のであり、その役割は従前のものと異なっている。
Ⅱ 立法府の反応
１ 立法府の警戒――バード上院議員とホワイトハウスのやり取り
こうしたホワイトハウスの動きに敏感に反応したのが、バード
（Robert C．Byrd）上院議員であった。バード議員は民主党に所属してい
るが、長年に渡って上院議員を務めてきた大物（clout）であり、上院議員
の立場からこうした状況を看過できないと感じたのである。バード議員
は、２００９年２月２３日にオバマ大統領に書簡を送っている（２３）。
21 Aaron J. Saiger, Obama’s“Czar”for Domestic Policy and the Law of
the White House Staff,７９FORDHAM L. REV.２５７７,２５８７―２５９５（２０１１）.
22 Elena Kagan, Presidential Administration, １１４ HARV. L. REV. ２２４５
（２００１）．
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そこでバード議員は、オバマ大統領が医療改革、都市計画、エネル
ギー政策についてホワイトハウス内に新しい部局（office）を設けたこと
に懸念の意を表している（２４）。バード議員によれば、従来、これらの部局
は責任が不明確で、意思決定過程を不明瞭にし、情報を隠匿する傾向が
あるという。バード議員はまずニクソン政権の例を持ち出す。ニクソン
政権では、外交専門のキッシンジャ （ーHenry Kissinger）（NSC顧問）、経
済専門のフラニガン（Peter Flanigan）（国際経済政策顧問）、国内政策専門
のユーリッチマン（John Ehrlichman）（内政顧問）が、ホワイトハウス直属
の助言者としての地位をあてがわれた。ニクソン辞任後に連邦議会が
行った分析によれば、かれらは連邦議会の委員会の呼び出しに応じず、
政治的責任を負わないまま暗躍していたとされている。
バード議員によれば、このニクソンモデルを再現したのがＧ・Ｗ・
ブッシュ（George W. Bush）大統領であったという。Ｇ・Ｗ・ブッシュ大
統領は、ホワイトハウス内に国土安全保障室（Office of Homeland Secu-
rity）を設けた。Ｇ・Ｗ・ブッシュ大統領はリッジ（Tom Ridge）を室長に
任命し、安全保障戦略を練らせ、各省庁との折衝にあたらせた。これに
対し、連邦議会はリッジに再三議会での証言を求めたが、Ｇ・Ｗ・ブッ
シュ大統領はその要請をすべてはねのけた。
バード議員は、このようなホワイトハウスへの権力集中が権力分立を
脅かすとする。かれらは、重要な政策問題を担当し、政府高官に指示を
行っている。かれらは、上院の承認を得ず、連邦議会の証言要請にも応
じないので連邦議会に責任を負っていないにもかかわらず、大統領に責
任を負うだけでそのような活動を行っているのである。ゆえに、かれら
はホワイトハウスに権力を集中させ、透明性や説明責任を減殺させてし
まう存在であることから、ホワイトハウスの高官は上院の承認を得た人
23 Noelle Straub, Sen. Byrd Questions Obama’s Use of Policy‘Czars’, N.Y.
TIMES, Feb. ２５, ２００９, http:／／www.nytimes.com／gwire／２００９／０２／２５／２５
greenwire-byrd-questions-obamas-use-of-policy-czars-９８６５.html.
24 Letter from Senator Robert C. Byrd to President Barack Obama（Feb.
２３, ２００９）, available at http:／／www.eenews.net／public／２５／９８６５／features／
documents／２００９／０２／２５／document_gw_０２.pdf.
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物にすべきである。また、連邦議会の証言要請を拒否するのであれば、
それは大統領自身の執行特権で行うべきであると要請した。
この書簡に対してオバマ政権側は、２００９年５月１９日、クレイグ（Gre-
gory B. Craig）大統領法律顧問が返信を出した（２５）。それによれば、ホワ
イトハウスの新しいスタッフは、既存の行政機関にとって代わろうとす
るものではなく、複雑な問題を協力して解決していこうとするものであ
るという。たとえば、医療改革室は医療管理の包括的改善に向けて創設
したものであるし、都市政策室は都市生活に影響を与える各行政機関の
活動を調整するために設けたものである。
ホワイトハウスは上院議員が懸念するような権力集中、監視の回避、
透明性の阻害が生じないかどうかにも注意を払っている。大統領はその
ような目的をもって新しい職位を設けたわけではない。大統領は各行政
機関が効果的に政策を実現できるようにしただけである。また、執行特
権の主張に対しても、それは大統領が有する特権であるので、大統領の
許可がなければ主張することはないと回答した。
したがって、オバマ政権としてはバード議員の懸念は杞憂であって、
新設したホワイトハウスのスタッフをなくすつもりはなく、また今後増
えていく可能性すら残したのである。
クレイグの回答は、バード議員の指摘には対応しているものの、その
懸念を払拭するような理由を提示していない。バード議員は、ツアーリ
が実質的に上級職に該当する地位にあることから上院承認条項に違反す
ると指摘している。ところが、これに対するクレイグの回答は、ツアー
リは調整役にすぎず、そのような問題は生じないという。また、バード
議員は、ツアーリが連邦議会の証言要請に応じないことから立法の監視
を免れているとするが、クレイグはそうならないように注意していると
している。このように、クレイグはいずれの懸念に対しても、なぜその
25 White House Response from Gregory B. Craig, White House Counsel to
the President to Senator Byrd（May １９, ２００９）, in Examining the History
and Legality of Executive Branch Czar: Hearing Before the Subcomm. on
the Constitution of the S. Comm. on the Judiciary, １１１th Cong. ９４―９５
（２００９）［hereinafter Czar Hearing］.
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ような見解になるのかという理由を提示していない。そのため、連邦議
会の反発を呼ぶことになった。
２ 連邦議会の反発
２００９年７月、共和党下院議員のキングストン（Jack Kingston）は、「ツ
アーリの責任及び改革法案」（Czar Accountability and Reform Act of２００９）
を提出した（２６）。
主な内容は２条にしか規定されていないが、２条ではツアーリに対し
て報酬を支払うことを禁止するとともに、いかなる者がツアーリに該当
するのかを定めている。すなわち、２条は、「⒜充当金は戦略部門、顧
問、又は類似の地位の者に報酬又は費用として使われてはならない。類
似の地位とは、⑴大統領の指示又は指示にそって創設された地位、⑵A
上院の助言と同意を得ずにそうした地位（臨時職を除く）に任命された長、
Bその地位の機密性の高い、政策決定、政策形成、又は政策提言という
性質上競合的サービスが期待された長、C大統領が上院の助言と同意に
基づき任命する地位にある者によって遂行又は代表される役割を遂行又
は代表する長（戦略部門、顧問、又は類似の職務室を除く）を指す」と規定
している。
その２か月後の２００９年９月、オバマ政権はホワイトハウスブログでツ
アーリ批判に応えている。それによれば、昨今ツアーリ批判がなされる
傾向にあるが、そもそも「“ツアーリ”という名の職はオバマ政権には存
在しない」（２７）。しかも、そう呼ばれている多くの者は上院の承認を得て
いるのであって、政権批判は的を射ていないとした。
しかし、これに立法府は納得せず、同月、共和党下院議員モラン
（Jerry Moran）は、「ホワイトハウスのツアーリの任用増加は連邦政府の
大きさや範囲を不適切な診断方法に陥らせ受容できないほど拡大させて
しまうという下院の懸念の表明」（Expressing the Sense of the House of
26 H.R.３２２６,１１１th Cong.（２００９）.
27 Anita Dunn, The Truth About“Czars”, WHITE HOUSE BLOG（Sep. １６,
２００９）, http:／／www.whitehouse.gov／blog／The-Truth-About-Czars.
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Representatives That the White House’s Increasing Use of“Czars”Leads to
Inadequate Vetting Standards and Unacceptable Growth in the Size and
Scope of the Federal Government.）（H. RES. ７７８）という決議案を提出し
た（２８）。その内容は以下のとおりである。
「・ツアーリは伝統的に合衆国大統領によって政策助言者又は行政機関
の長に任命されてきた
・オバマ大統領は２００９年１月２０日の就任演説以来３６人という前例のな
い数のツアーリを任命してきた
・大統領の内閣や連邦最高裁の被指名者は慎重な公開審査を受ける一
方ツアーリの指名プロセスは合衆国憲法が規定する上院の承認にか
けられたことはほとんどない
・ツアーリは効率性を促進するとされてきたが、かれらは伝統的に説
明責任、透明性、及び立法統制を減殺する
・３６人のツアーリを実働することは政策意思決定を承認されていない
わずかな公務員の手に集中させてしまいかつてないほど連邦の官僚
制を拡大することになる
・執行府のツアーリの任命は、合衆国憲法が三権に分かれていても同
等の連邦政府機関であるとする権力分立の原則を揺らがせる。
・前グリーンジョブツアーリのヴァン・ジョーンズをめぐる議論は憲
法が規定する上院の承認手続の慣行が無効にされてしまうというも
のであった。
・ツアーリは上院が承認した内閣や各機関の長官が行う職務を拡散さ
せることから行政のコストが不必要に増加してしまう
決議
したがって、下院は、⑴適切な調査が行われるまでホワイトハウス
にすべてのツアーリの任命を無効にすることを要求し、⑵承認のない
人物を政策形成の地位に任命することで連邦政府の大きさや範囲を拡
大することに反対する。」
28 H. RES.７７８,１１１th Cong.（２００９）.
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もちろん、上院も手をこまねいていたわけではなく、民主党上院議員
のファインゴールド（Russell D. Feingold）が中心となってこの問題を検討
し始めた。そして、２００９年１０月６日、上院司法委員会の憲法に関する小
委員会で、「執行府のツアーリに関する歴史と合法性についての検討」
（Examining the History and Legality of Executive Branch Czar）と題する公
聴会が開かれた。
３ 上院公聴会
委員長を務めたファインゴールド議員は、開会のあいさつで公聴会の
趣旨をつぎのように述べた。「オバマ政権がホワイトハウスや他の行政
機関等の様々な地位にいわゆるツアーリを任命したことについて多くの
物議をかもしているといえる。私はこれを真剣に検討するに値する重大
な問題だと考えているので、本日公聴会を開催することにした」（２９）。そ
して、「ホワイトハウスによる助言者やツアーリの利用は長い歴史があ
るけれども、だからといってかれらが憲法上適切であることを意味する
ことにはならない。文脈にそって歴史を理解し、腰を据えて憲法上の問
題に取り組むことが重要である（３０）」と述べ、そのために各方面から参考
人を呼ぶことにしたと説明した。つまり、ツアーリの憲法上の問題を検
討するために、この公聴会が開かれたのである。
最初に意見を陳述したのは、ホワイトハウスのスタッフを歴任してき
たパターソン（Bradley H. Patterson）であった（３１）。パターソンによれば、
ツアーリはマスコミがつけた俗称であって、正式な職名ではないことか
ら、これを定義することは難しいという（３２）。もっとも、その特徴を捉え
ることはできる。ツアーリは、大統領の私的スタッフであり、大統領に
対してのみ責任を負う。ゆえに、ツアーリは大統領に対してのみ報告を
行う。また、ツアーリは上院の承認を得ていないため、上院で証言等を
29 Czar Hearing, supra note２５, at１（statement of Feingold）.
30 Id. at２.
31 パターソンは、アイゼンハワー、ニクソン、フォード（Gerald R. Ford）の
各政権においてホワイトハウスのスタッフを務めている。
32 Czar Hearing, supra note２５, at５―６（statement of Patterson）.
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行っていない。こうした特徴を踏まえると、大統領の権限が拡大してい
るようにみえるが、それは少なくとも法的な意味で拡大していることに
はならない。なぜなら、ツアーリは大統領に助言できるだけであり、そ
の他の法的権限を有していないからである。
パターソンの言述は、ツアーリは捉えにくい存在であるが、それは大
統領の助言者としての地位にとどまるところに特徴があるという点に集
約されよう。
つぎに意見を陳述したのは、統治機構や政治学が専門のスパルディン
グ（Matthew Spalding）であった（３３）。スパルディングは、ツアーリの問題
は大統領による権力集中の問題ではないという。なぜなら、行政国家に
おける行政機関の拡大は大統領の権限を拡大させるどころか、大統領に
よる統制を弱め続けており、大統領権限を縮小させる傾向にあるからで
ある。一方、大統領直属の部下であるツアーリは、官僚組織に対抗し、
減殺された大統領権限を回復する存在である。したがって、ツアーリ
は、民主的統制の薄い専門家集団による統治か、民主的統制を軸とした
民主主義による統治か、というジレンマの中で登場したとする。
スパルディングの説明は、ツアーリが登場した統治システム上の背景
を明らかにし、ツアーリが現代統治機構の綻びをつなぎ合わせる役割を
担う可能性を示唆しているといえる。
しかしながら、ツアーリは憲法上の問題を惹起する存在である。そこ
で憲法問題についてはまずヴィラノヴァロースクールで憲法を教えてい
るサマホン（Tuan Samahon）が意見を陳述した（３４）。
憲法２条２節２項の任命条項は、大統領が上院の助言と同意を得て一
定の職員を任命することを定めている。この規定につき、上院の承認を
得なければならない点を重視するか、上院の承認さえあれば任命するこ
とができるとしたとみるかによって、ニュアンスが異なってくるが、い
ずれにせよ、上院の承認が必要な点は変わらない。問題となるのは、い
かなる者に対して上院の承認が必要かという点である。職員には、公務
33 Id. at７―９（statement of Spalding）.
34 Id. at９―１１（statement of Samahon）.
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員（officer）と従業員（employee）がいるが、このうち、承認が必要なのは
公務員である。また、公務員には、上級職と下級職があるが、承認が必
要なのは上級職についてである。
公務員か否かについて、OLC（Office of Legal Counsel）は、officeを有
し、連邦政府の主権の一部を行使する法的権限を持つ地位であり、継続
的地位であるかどうかを基準としている。この基準に照らせば、助言者
は公務員ではないことになる。ただし、助言者であっても、事実上強力
な助言者たりうることがあることに留意しなければならない。また、公
務員に該当する場合、法律によってそれを認めることができるか否かも
検討しなければならないとした。
続くハリソン（John C. Harrison）教授（ヴァージニアロースクール）の陳述
も、任命条項以外に、事実上の法的影響力の問題を指摘した（３５）。政府の
中には、法的権限を行使するわけではないが、実際にそれに匹敵する影
響力を与えている存在（地位）がある。取り上げる事件や判決結果に大き
な影響を与えている連邦最高裁裁判官のロークラークはその典型例であ
る。ツアーリはまさにそうした存在であり、この問題を検討することが
重要であると述べている。
最後に、議会調査局のハルステッド（T.J. Halstead）は、ツアーリの問
題は司法府および立法府によるチェック機能の阻害にあるという。上院
の承認プロセスを経ずにホワイトハウスに入ってしまうと、その後、立
法府はその人物をチェックすることが難しくなってしまう。そのため、
立法府のチェック機能を阻害してしまうツアーリは憲法上の問題を惹起
するというわけである（３６）。
４ ツアーリ規制法案
その後、２０１０年８月に、ファインゴールドは「ツアーリ説明責任法案」
（Czar Accountability Act of ２０１０）を提出する（３７）。その３条は、「２０１１年１
35 Id. at１１―１２（statement of Harrison）.
36 Id. at１３―１４（statement of Halstead）.
37 S.３７３４,１１１th Cong.（２０１０）.
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月１日までに、６ヶ月ごとに、大統領は適切な連邦議会の委員会に以下
の報告書を提出しなければならない。⑴対象職員の身元、⑵対象職員の
責務、⑶４条が規定する証明」としている。その対象職員については、
２条⑵が「A大統領の執務室の職員で、ⅰ上院の助言と同意を得て任命
されていない者、ⅱ公使又は特別代表」と規定している。
２０１１年１月に、共和党下院議員スカリス（Steve Scalise）が提出した「す
べてのツアーリを葬る法案」（the Sunset All Czar Act）は、ツアーリの定
義を行い、予算をツアーリの報酬のために使ってはならないとしてい
る（３８）。
それによると、まずツアーリとは以下のように定義される。すなわ
ち、「２条⑴Aツアーリという言葉は、大統領の執務室、又は大統領の
指示若しくは指示にそって創設された類似の職務室にある戦略部門、顧
問、政策室の長を意味し、その者はⅰ上院の助言と同意を得ずにそのよ
うな地位（臨時職を除く）に任命され、ⅱその地位の機密性の高い、政策
決定、政策形成、又は政策提言という性質上競合的サービスが期待さ
れ、ⅲルール、規則、又は政策について省庁間で発展又は協力させるこ
とに責任がある政策助言者を含む、大統領が上院の助言と同意に基づき
任命した地位にある者によって遂行又は代表される機能（大統領の執務
室、又は類似の職務室にある戦略部門、顧問、政策室の創設を除く）を遂行
又は代表し、ⅳ大統領の指示にそって又は連邦議会の授権を通して創設
された既存の任期を持たない」という定義である。簡略すれば、本来上
院の助言と同意が必要な地位であるにもかかわらず、ホワイトハウス内
で特定の役務を与えられ、高度な政策的提言が期待されている者であ
る。
また、２条⑴Bでは、「ツアーリには、本法の制定以前に、副長官の
地位、又は上院の助言と同意に基づく承認が要求される同等の地位、又
は指名される地位にあった者を含まない。」とされており、これまでに
各行政機関の長が独自に任命した準ツアーリのような地位は除外されて
いる。
38 H.R.５９,１１２th Cong.（２０１１）.
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そして３条は充当金を使ってツアーリに報酬を支払うことを禁止して
いる。３条は、「⒜充当金は大統領の執務室又は、⑴大統領の指示若し
くは指示にそって創設され⑵かつその長がツアーリである類似の職務室
にある戦略部門、顧問、政策室の長、の報酬又は費用として使われては
ならない。」としており、実質上、ツアーリを認めない規定となっている。
また、共和党下院議員エマーソン（Jo Ann Emerson）は、２０１１年７月に
「財政サービスおよび一般政府歳出法案」（Financial Services and General
Government Appropriations Act, ２０１２）を提出した（３９）。その６３２条は、「本
法及び他の法律によって規定された予算は以下の規定の報酬又は費用と
して使われてはならない。⑴ホワイトハウスの医療改革室室長、又は実
質的に同等の地位、⑵エネルギー及び気候変動に関する大統領の補佐、
又は実質的に同等の地位、⑶自動車産業に関する戦略部門に配属された
財務省の上級助言者及び製造政策に関する上級顧問、又は実質的に同等
の地位、⑷ホワイトハウスの都市計画局長、又は実質的に同等の地位」
と規定し、ツアーリに予算を供出できないようにしている。
こうしたツアーリ規制法案はいずれも制定には至っていないが、別の
法案には部分的にツアーリ規制を盛り込んで成立したものもある。２０１１
年３月に民主党上院議員シューマ （ーCharles E. Schumer）が提出した「大
統領任命の効率化及び合理化法案」（Presidential Appointment Efficiency
and Streamlining Act of ２０１１）（４０）は、２０１２年８月に成立した（４１）。本法は、
各行政機関の合理化をはかることを目的とするものであるが、その中に
上級職に関する規定があり、上院の助言と同意を追加するものがあっ
た。たとえば、従来、国土安全保障省の国内予防局長は大統領が任命す
るだけであったが、本法２条⒡により、上院の助言と同意が要件となっ
た。また、司法省の統計局長（２条⒣）、国務省公的部門担当次官補、同
省行政部門担当次官補等についても上院の助言と同意が追加された。
さらに、共和党下院議員ロジャーズ（Harold Rogers）は２０１１年４月に
39 H.R.２４３４,１１２th Cong.（２０１１）.
40 S.６７９,１１２th Cong.（２０１１）.
41 Pub. L. No.１１２―１６６,１２６Stat.１２８３（２０１２）.
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「国防省および歳出法案」（Department of Defense and Full-Year Continu-
ing Appropriations Act, ２０１１）を提出し、その中で一定の職に対する報酬
を禁止した（４２）。その後、本法案は修正を経て成立した（４３）。
ツアーリ規制に関連するのは２２６２条である。２２６２条は、「本節で利用
される充当金は以下の地位の報酬又は費用として使われてはならない。
⑴ホワイトハウスの医療改革室の室長、⑵エネルギー及び気候変動に関
する大統領の補佐官、⑶大統領の自動車産業に関する戦略部門に配属さ
れた財務省の上級助言者及び製造政策に関する上級顧問、⑷ホワイトハ
ウスの都市政策担当」と規定しており、ツアーリと呼ばれる者の一部に
対する報酬の支払いを禁止したのである。
５ オバマ大統領の反論
これに対し、オバマ大統領は法案に署名する際につぎのように反論し
た（４４）。
「以上の規定に対してこれまで強く反対してきたにもかかわらず、私
が本法に署名したのは、２０１１会計年度の残りに必要な、軍事活動を含む
連邦政府の歳出を滞らせないためである。それでも、我が政権は連邦議
会にこれらの規制の撤回を求め続け、その効果を和らげることを目指
し、これらの規制が将来拡張又は拡大してしまうことに反対していく。
本法の２２６２条は、大統領に直接助言を行う地位等に対する予算の使用を
禁止している。大統領は執行府を監督及び監視し、この監督権を行使す
る際に助言を得るという確立した権限を有している。大統領はまたその
憲法上の責任を果たす際に自らを補佐する助言を得る特権を有し、それ
はホワイトハウスの外にいる執行府の職員や被雇用者だけでなくホワイ
トハウスの中にいる助言者も対象に含まれる。大統領が監督したり調整
42 H.R.１４７３,１１２th Cong.（２０１１）.
43 Pub. L. No.１１２―１０,１２５Stat.３８（２０１１）.
44 “Statement by the President on H.R. １４７３”, WHITE HOUSE, OFFICE OF
THE PRESS SECRETARY（Apr. １５, ２０１１）, http:／／www.whitehouse.gov／the-
press-office／２０１１／０４／１５／statement-president-hr-１４７３.
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したり権限を行使すること又は適切な上級助言者の見解を得ることを立
法府が過度に制約することは大統領の憲法上の責任や法を誠実に執行す
ることに配慮する能力を弱めることになり権力分立を侵害する。ゆえ
に、執行府はこれらの大統領の特権を侵害しないように２２６２条を解釈す
る。」
要するに、オバマ大統領は、大統領には憲法上の責務を遂行するため
に助言者から助言を得る権限があり、これを制約する立法は権力分立に
反する行為であると主張しているわけである。このような主張は、これ
までにも歴代大統領がしばしば行ってきたものであり、卑近なものとし
てはニクソン大統領の執行特権がある。United States v. Nixon連邦最
高裁判決（４５）でニクソン大統領は、助言者から適切な助言を得られなくな
ると憲法上の責務を遂行することができなくなることから、情報を秘匿
するための執行特権が必要であることを主張していた（４６）。そして、連邦
最高裁もそうした特権を認めてきたことから、大統領には憲法上の責務
遂行のために助言者から適切な助言を受ける権利があり、それに介入す
る場合には制約方法次第で権力分立に違反することになりうるのであ
る。
ただし、執行特権の場合と異なり、ツアーリの問題は大統領側が上院
の助言と同意のプロセスを回避しようとしているという憲法問題をはら
んでいる。また、本法は予算の観点から規制しようとしているので、行
政組織に対する立法府の関与の程度という問題にも関連してくる。な
お、本法によって影響を受けるポストはいずれも空席の状態であったた
め（４７）、ただちに職務に支障がでるというわけではないが、今後再び任命
されることになれば、どこから費用が捻出されるかがポイントになって
くる。
45 United States v. Nixon,４１８U.S.６８３（１９７４）.
46 Id. at７０５―７０７.
47 James Risen, Obama Takes on Congress over Policy Czar Positions, N.
Y. TIMES, Apr.１６,２０１１, at A１７.
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Ⅲ ツアーリの憲法問題
１ 任命条項の問題――上院の承認権
このように、ツアーリをめぐって執行府と立法府が対立しているわけ
であるが、立法府は何を懸念してツアーリを批判しているのであろう
か。そこにはいくつかの憲法問題がひそんでいる。
共和党のハッチ（Orrin G. Hatch）上院議員によれば、ツアーリの最も
大きな問題は執行権の拡大につながることであるという（４８）。なぜなら、
ツアーリは上院の助言と同意という憲法が要求するプロセスを骨抜きに
してしまうことから、ツアーリに関する透明性や説明責任が欠如し、そ
の結果、執行府はチェックを受けることなく、活動することができるよ
うになってしまうからである。そもそもオバマ大統領は就任前にＧ・
Ｗ・ブッシュ前大統領の権限拡大を批判していたにもかかわらず、自ら
も権限拡大の方向に向かっており、ハッチ議員はそうした姿勢を批判し
ている。
たしかに、ツアーリは執行府を拡大させるものであるが、それが憲法
上大きな問題となるのは、やはり上院の助言と同意というプロセスを回
避することであろう。執行府の上級職――端的にいえば政府高官――に
ついては憲法上上院の助言と同意が要求される。しかし、上院の承認が
必要とされるか否かの境界線は必ずしも明らかではない。その境界線上
には、いわゆる長官職などのような正式な上級職名はもたないものの、
政策決定に重要な影響を与える地位がある。それが、ホワイトハウスの
スタッフである。ホワイトハウスのスタッフといっても、大統領の活動
を補佐する者から政策的助言を与えるものまで、様々な役割があるが、
いずれも大統領の政策運営を内部的に支えるものであり、重要な組織で
ある。そのような内部的性質を有する以上、このスタッフにもすべて上
48 Orrin G. Hatch, Obama’s Czars: Bending the Constitution, DAILY HER-
ALD, June １３, ２０１２, http:／／www.heraldextra.com／news／state-and-regional／
obama-s-czars-bending-the-constitution／article_６２１４５e６８-２１６a-５２eb-a４５０-eb
２０２b５d２c９８.html.
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院の承認をからませると、大統領の政策を効果的かつ実効的に進めるこ
とが難しくなるおそれがある。とりわけ、野党が上院の過半数を握って
いる場合には、大統領にとって必要な人材がそろわない可能性が生じる
ことになる。
２ officerとemployee
まずは、憲法が要求する上院の助言と同意の範囲を考えてみる。憲法
２条２節２項は、「大統領は、大使その他の外交使節及び領事、最高裁
判所裁判官、並びにその任命についてこの憲法に別段の定めがなく、法
律により定めなければならない他のすべての合衆国の公職に就任する者
を指名し、上院の助言と同意を得て、任命する。ただし、合衆国議会
は、法律により、適切と認める下位の公務員について、その任命権を大
統領に専属させ、または裁判所、もしくは執行各部の長に付与すること
ができる（４９）」と規定している。
この規定の趣旨としては、上級公務員の任命には上院の助言と同意が
必要であるが、法律によって下級公務員についてはこの要件を外すこと
ができると規定しているわけである。したがって、合衆国に雇われてい
る者の位置づけとしては４つのカテゴリーがある。すなわち、①上院の
承認を得なければならない上級公務員、②法律によって規定された下級
公務員、③大統領またはその他の上級公務員に助言を行う下級公務員、
④それ以外の者、である（５０）。
そこで、ツアーリがどのカテゴリーに該当するかを考えなければなら
ないが、その際、対象となる公務員の範囲を検討しなければならない。
政府に雇われている者がすべて純粋な意味での公務員であるとは限らな
い。実際、連邦最高裁は、「合衆国の公務員にはすべての合衆国の従業
員を含むわけではない……従業員は合衆国公務員と比べてあまり重要で
49 『新版 世界憲法集 第２版』６６―６７頁［土井真一訳］。（以下、『世界憲法
集』という）。
50 Kevin Sholette, The American Czar, ２０ CORNELL J.L. & PUB. POL’Y ２１９,
２３６（２０１０）.
ホワイトハウスのツアーリ
５２７（１４０）
はない役割を担う者のことである（５１）」とし、公務員とは、「終身的地位、
継続期間、給料、及び義務があり、臨時または一時的なものではなく、
継続的かつ恒久的なものである（５２）」とする。そして、合衆国の公務員と
は、「合衆国の法に基づき重要な権限（significant authority）を行使する
者（５３）」としている。
また、政府解釈においても、公務員とは、法律に基づき重要な権限を
行使する連邦政府内の雇用上の地位であるとされる（５４）。政府解釈はさら
に、重要な権限の行使とは主権の委任を受けていることを意味するとし
ている（５５）。司法判断と政府解釈を総合すると、主権の委任を受けて継続
的に重要な権限を行使する者が公務員に該当することになろう（５６）。
公務員に該当した場合、それが上級職（principle officer）にあたれば上
院の承認が必要となり、下級職（inferior officer）にあたればそれは不要と
なる。しかし、連邦最高裁によれば、この２つを明確に分ける基準は存
在しないという（５７）。そのため、連邦最高裁は、上司によって解任される
か否か、職務が限定的か否か、管轄が狭いか否か、雇用が有期か否かな
どの要素を勘案して決めている（５８）。また、どのような上司の監督下にあ
るかも重要であり、上院の承認を得た上司の監督下にあるか否かもポイ
ントの１つとなる（５９）。それゆえ、連邦最高裁は、解任権の所在、政策決
定に関する裁量、監督者の存在などに基づいて、上級職に該当するか否
かを決定しているといえる（６０）。
51 Buckley v. Valeo,４２４U.S.１,１２６n.１６２（１９７６）.
52 United States v. Germaine,９９U.S.５０８,５１１―５１２（１８７８）.
53 Buckley,４２４U.S. at１２６.
54 The Constitutional Separation of Powers Between President and Con-
gress,２０Op. Att’y Gen.１２４（１９９６）.
55 Officers of the United States Within the Meaning of the Appointments
Clause,２００７WL１４０５４５９at１７（OLC）（Apr.１６,２００７）.
56 CRS REP., supra note１１, at４８.
57 Edmond v. United States,５２０U.S.６５１,６６１（１９９７）.
58 Morison v. Olson,４８７U.S.６５４,６７１―６７２（１９８８）.
59 Edmond,５２０U.S. at６６２―６６３.
60 CRS REP., supra note１１, at４９.
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したがって、ツアーリが公権力を行使する継続的な公務員に該当し、
かつ裁量を有し、監督権や解任権を持つ上級職に当たるようであれば、
上院の承認プロセスを経なければならないことになる。
３ 憲法上の権限の委任
また、ツアーリが大統領の権限行使に大きな影響力を与えているとす
れば、それは権限委任の問題もはらむ。
憲法２条２節２項は、「合衆国議会は、法律により、適切と認める下
位の公務員について、その任命権を大統領に専属させ、または裁判所、
もしくは執行各部の長に付与することができる（６１）」としている。つまり、
本規定は法律によって下級公務員の任命権を大統領に専属させたり、各
省庁の長に委ねたりすることができるとしているわけである。
これを受けて、合衆国法典３編３０１条は、「合衆国大統領は各執行部門
若しくは行政機関の長、又は上院の助言と同意を得て任命されることが
要求されている公務員を、大統領の同意、認証、その他の行為がなくて
も以下の権限を行使するように任命又は授権することができる（６２）。」と
規定している。つまり、当該法令により、大統領は上級公務員に権限を
委任することが認められている。
このように、大統領は法律の規定に基づき上級職および下級職の公務
員に対して権限を委任することができるようになっていることから、大
統領が自律的に権限委任する余地はないようにみえる。「しかしながら、
この法的限界は、大統領による委任の可能性を閉ざしたわけではない。
大統領は独立した憲法上の権限に基づき、上院の承認のない者に委任で
きる可能性が残っているからである」（６３）。大統領が憲法の執行権付与条
項や誠実執行条項によって執行権を行使する際、そこには委任する権限
も含まれている。したがって、上院の承認が必要とされない者について
61 『世界憲法集』６６―６７頁。
62 ３U.S.C.３０１.
63 Tuan Samahon, The Czar’s Place in Presidential Administration, and
the Excepting Clause Teaches Us About Delegation,２０１１U. CHI. LEGAL F.
１６９,１８２（２０１１）.
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は、法律の授権がなくても、固有の執行権として任命できるというわけ
である。
実際、OLCは、憲法２条２節２項が法律によって下級公務員の任命
権を執行各部の長に委ねることができるとしていることをもって、大統
領は憲法上の権限を委任することができると解していた。
ところが、１８５５年にカッシング（Caleb Cushing）司法長官は、大統領は
憲法によって付与された権限を委任してはならないと述べて波紋を呼ん
だ（６４）。もっとも、クリントン政権におけるOLCは、大統領は固有の委
任権を有し、その委任権は法律による委任とは異なるものであるとし
た。この見解をＧ・Ｗ・ブッシュ政権のOLCも引き継ぎ、大統領は委
任権に関する裁量を有するとしている。
このように、現在では、大統領は法律に縛られない固有の委任権を有
していると解されている。
４ オバマ政権下のツアーリの合憲性
CRSレポートは、オバマ政権のツアーリの合憲性について、都市政策
ツアーリと支払審査ツアーリを例に挙げて検討している（６５）。
まず、大統領行政府内には、上院の助言と同意に基づいて任命された
ツアーリがいる。その代表例が、薬物ツアーリ（Drug Czar）である。国
家薬物取締局（Office of National Drug Control Policy）は、薬物乱用禁止法
によって創設された（６６）。当該機関の局長は、薬物取締政策の内容、達成
目標、対象、優先順位等について大統領に助言を行う。また、その政策
の実施の監督を行い、その実施に必要な人員を雇用することができる。
CRSレポートによれば、局長の任務が重要な権限を行使していると断言
はできないが、雇用権を有している点からすると局長は上級公務員に該
当するとしている。
64 Relation of the President to the Executive Departments, ７ Op. Att’y
Gen.４５３,４６４―４６５（１８５５）.
65 CRS REP., supra note１１, at４９―５３.
66 The Anti-Drug Abuse Act of １９８８, Pub. L. No. １００―６９０, １０２ Stat. ４１８１
（１９８８）.
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国家薬物取締局局長の場合は、上院の承認を得ているので問題ない
が、そうでないツアーリがオバマ政権には多数存在する。CRSレポート
は分析対象として都市政策室室長を取り上げる。大統領命令によって創
設された都市政策室は、先述したように、都市政策を先導し、各行政機
関の調整を行い、都市政策について効果的な予算の使い方を考え、その
他の様々な組織と協同して都市計画を考えることが任務である。これら
の役割をみると、法的権限を行使するわけではなく、他者の権利を拘束
するわけでもないので、上級職ではなく、下級公務員ということにな
る。その機能は各行政機関に政治的影響力を与えているだけなので、重
要な法的権限を行使しているわけではない。そのため、CRSレポートは
任命条項に反するとはいえないと結論づけている。
また、行政機関におけるツアーリについても検討を行っている。支払
審査ツアーリは、救済金の適切性について、緊急経済安定化法および関
連規則等を解釈する権限を有し、それを最終的に決定する権限を有して
いる。このように、法を解釈し、他者に対する適用を確定する任務は、
単なる従業員ではなく公務員の役割と同等である。ところが、緊急経済
安定化法は財務省長官がそのような職を創設することができるとする規
定を明示的には設けていない。仮に黙示的に授権しているという解釈が
可能だとしても、上級職に該当する可能性があり、もし該当するのであ
れば、上院の承認を得なければならないという問題がでてくる。CRSレ
ポートは、上級職該当性の問題について結論を明示していないが、長官
の統制をどの程度受けているかも検討しなければならないとしている。
５ 立法統制への影響
大統領が上院の承認を得ないツアーリを創設することは、上院の意向
を無視することができることに加え、もう１つの利点がある（６７）。それ
は、立法府による証言要請等を拒否しやすいという点である。
立法府には、機関の特質上、情報収集を行う権限があるとされてい
67 Lanora C. Pettit, Cincinnatus or Caesar: American Czars and the Ap-
pointment Clause,２６J.L. & POLITICS８１,９４―９５（２０１０）.
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る。合衆国憲法は国政調査権を明文で規定していないが、慣行上および
判例上も、国政調査権の存在が認められている。たとえば、Watkins v.
United States連邦最高裁判決（６８）は、「調査を行う連邦議会の権限は立法
過程に固有のものである。その権限は広範に及ぶ。その対象には法案提
出または法案提出に必要な事項や既存の法律の運用に関する事項をも含
む（６９）。」としている。
そこで、ツアーリの存在が立法府による統制に影響を与えるかどうか
を検討しなければならない。立法府による調査という側面からすれば、
国政調査権がある以上、上院の承認プロセスは関係ないようにもみえ
る。しかしながら、上院の承認プロセスでは自動的に当該人物の審査を
行うことになる一方、国政調査権等の調査は必ずしも発動されるとは限
らない。また、上院の承認過程で集めた情報が、将来の調査に活用され
る可能性もある。したがって、少なくとも、立法統制に対する事実上の
影響はあるといえる。
もっとも、法的な影響があるとはいえないため、ツアーリに対して国
政調査権さえ適切に発動できれば憲法上の問題はないといえる。ところ
が、執行府の対応如何では国政調査を拒絶され、情報収集が困難になっ
てしまう可能性がある。
立法府は必要な情報を入手するために連邦議会で証言させることがあ
る。このとき、任意で要請する場合と、召喚状を発行して呼ぶ場合とが
ある。召喚状を無視または拒絶すると、議会侮辱の罪に問われる可能性
があるため、この方法は強制的方法であるといえる（７０）。
公務員に証言の要請がなされたとき、大統領はそれを拒否することが
ある。任意の要請であれば、それで終了するが、召喚状が発給された場
合は衝突が始まる。
大統領が召喚を拒否する場合、執行特権を行使して拒否することにな
る。執行特権とは、大統領が憲法上の責務を行使するために情報公開や
68 Watkins v. United States,３５４U.S.１７８（１９５７）.
69 Id. at１８７.
70 ２U.S.C.１９２.
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召喚を拒否する権限のことをいう（７１）。国政調査権と同様、憲法上の規定
は存在しないが、執行権条項から導かれる権限として、慣行上および判
例上認められている。
通常、執行特権は大統領自身が記録の公開等を拒否する場合に用いら
れるが（狭義の執行特権）、副大統領や行政機関の長がそれを主張するこ
ともある（広義の執行特権）。立法府の召喚状を拒絶するために執行特権
を行使した場合、最終的には裁判で決着をつけることもありうる（７２）。
裁判所は、比較衡量で優劣を決めるとしているので、双方の利益の必
要性や重要性、責務との関連性等を比較して決める。ただし、大統領以
外の者が執行特権を主張する場合、それもバランシングの要素として考
慮対象となる。クルコースキ （ーKenneth A. Klukowski）によれば、大統
領以外の者が執行特権を行使する場合、大統領との近接性や地位などを
考えることになるという（７３）。上院の承認を得た上級職や大統領のそばで
働く下級職の公務員は、大統領との近接性が高く、職務も憲法上の責務
に関連することが多いことから、執行特権が優先する要素となる。一
方、大統領が私的に雇ったスタッフは、近接性は高いかもしれないが、
地位が私的なものである以上、職務との関連性が薄くなるので、立法府
側に有利に働く。ツアーリについては、上院の承認を得ないまま重要な
職務を行っているため、その地位に憲法上の疑義があることから、立法
府側に有利に働くことになるという。
クルコースキーの分析では、ツアーリに対する立法府の監視機能は最
終的には阻害されていないことになるのかもしれない。しかし、大統領
はホワイトハウス内での会話を重視していることから、ツアーリとの会
71 執行特権については、大林啓吾『アメリカ憲法と執行特権――権力分立
原理の動態――』（成文堂、２００８年）を参照。
72 Todd David Peterson, Contempt of Congress v. Executive Privilege, １４
U. PA. J. CONST. L. ７７（２０１１）．ただし、基本的には政治部門間の交渉で調
整されることが多く、裁判になる事例はあまり多くない。
73 Kenneth A. Klukowski, Making Executive Privilege Work: A Multi-Fac-
tor Test in an Age of Czars and Congressional Oversight, ５９ CLEV. ST. L.
REV.３１,７０―７４（２０１１）.
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話に対し、自ら執行特権を主張することもありうる。このときも、裁判
では比較衡量によって判断されるが、必ずしも立法府側の主張が優先す
るとは限らない。それゆえ、ツアーリのように、上院の承認プロセスに
おける審査を経ない場合、立法府の監視機能は減殺されるといっていい
だろう。
ただし、立法府の機能を直接侵害しているわけではないため、法的な
意味での権力分立の問題が生じているわけではない。ここでも、あくま
で政治的な意味での影響にとどまっている。
Ⅳ もう１つの憲法問題――大統領の憲法解釈権とツアーリの正当化
ツアーリが権力分立に違反しないとしても、その根拠についてはなお
不明瞭なままである。にもかかわらず、オバマ大統領は署名声明におい
てツアーリの規制に違憲の疑いがあるとしている。これは、何を根拠に
しているのであろうか。また、そもそも大統領にはこのような反論が認
められるのであろうか。
１ 大統領の憲法解釈権
先述したオバマ大統領の署名声明は、大統領が憲法解釈権を有するこ
とを前提としている（７４）。一般に司法が憲法解釈を行うことは認められて
いるが、その他の機関もそれを行うことができるのであろうか。憲法解
釈権を有するか否かについては、これを肯定する議論が有力である。三
権に憲法解釈権を認めるディパートメンタリズム（departmentalism）の立
場からすると、まず憲法は、憲法典（Constitution）とそれを三権が実施す
る憲法（constitutional law）とに分かれる（７５）。１つの機関が憲法典の内容
74 大統領の署名声明については、横大道聡「大統領の憲法解釈――アメリ
カ合衆国におけるSigning Statementsを巡る論争を中心に――」研究論文
集２巻１号１頁（２００８年）を参照。
75 ディパートメンタリズムについては、たとえば、大林啓吾「ディパート
メンタリズムと司法優越主義――憲法解釈の最終的権威をめぐって――」
帝京法学２５巻２号１０３頁（２００８年）を参照。
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を決めてしまうと、憲法典は最高法規たる地位を失ってしまうばかりで
なく、修正条項の存在意義をも没却させてしまう。憲法典を最高法規と
して維持し、また三権に憲法権限を付与したことからすれば、三権が同
等に憲法解釈権を有すると考えるのが妥当である。そもそも、執行府や
立法府もそれぞれの憲法上の責務を果たす際に、憲法解釈を行ってい
る。なぜなら、政治部門も憲法典に反しないように責務を遂行しなけれ
ばならないのであって、ある行為を行う場合にはそれが合憲であると判
断して行わなければならない。もとより、政治部門の行為には憲法解釈
が内在しているはずなのである。
もっとも、このように憲法構造から三権に憲法解釈権が導かれるとし
ても、それはあくまで憲法構造の説明にすぎず、司法府以外の部門、と
りわけ執行府に憲法解釈を認める論拠を提示する必要がある。
大統領に憲法解釈権が存在するという論拠についてはいくつかの観点
から説明される（７６）。拒否権や恩赦権などの憲法上の権限が個別の憲法解
釈権を付与しているという説明もあるが（７７）、多くの学説は憲法が包括的
な憲法解釈権を付与していると理解している。
まず、執行権付与条項（７８）である（７９）。憲法２条は大統領に執行権を付与
している。大統領は憲法上の責務として執行権を行使することになり、
それを行使するにあたり憲法解釈を行う。また、執行権については、そ
の射程をめぐる問題を中心に学説が展開してきた（８０）。すなわち、執行権
を２条列挙事項に限定する説と、２条列挙事項に限定されず広範な執行
権を付与したとみなす説である（８１）。有力なのは後者の説であり、これを
76 Neomi Rao, The President’s Sphere of Action, ４５ WILLAMETTE L. REV.
５４４―５４５（２００９）.
77 See, e.g., Frank H. Easterbrook, Presidential Review, ４０ CASE W. RES.
９０５（１９９０）.
78 『世界憲法集』６３頁。「執行権は、アメリカ合衆国大統領に属する」（２条
１節１項）。
79 Rao, supra note７６, at５４５.
80 CHRISTOPHER N. MAY, PRESIDENTIAL DEFIANCE OF“UNCONSTITUTIONAL”
LAWS１８―２１（１９９８）.
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憲法解釈と関連づけると、執行権の行使においては広く憲法解釈を行え
ることになる。つぎに、誠実執行条項（８２）が挙げられる。大統領は法律を
誠実に執行しなければならないとされるが、「誠実な執行」を行う際に
は憲法解釈を行うことが前提になる。大統領はあらゆる法律を誠実に執
行しなければならないことから、憲法上列挙された権限に関連しなくて
も、法執行において憲法解釈することができるとされる（８３）。つまり、あ
らゆる法律について、それを憲法に適合する方法で執行しなければなら
ないとみなすわけである。関連して、宣誓条項（８４）の存在も重要であ
る（８５）。大統領は憲法上の責務を誠実に執行し、憲法を保護することを宣
誓しなければならない。宣誓することにより、大統領は正式に就任する
ことができるだけでなく、憲法保障の責務を負うことになる。憲法保障
の任には憲法解釈が伴う。そのため、宣誓条項は憲法解釈権を付与する
ものであると解釈されるわけである。実際、大統領の就任演説をみる
と、この宣誓条項を憲法解釈の淵源とみなしている演説を散見すること
ができる。最後に、大統領が合衆国市民の代表であるという点があ
る（８６）。人民の代表者である大統領は、人民の意思を明らかにすべく、憲
法問題についても解釈を行うわけである。
81 アメリカにおける執行権論争については、See Saikrishna Prakash, The
Essential Meaning of Executive Power,２００３U. ILL. L. REV.７０１（２００３）．ま
た、この論争を分析したものとして、大林・前掲注71８３―９２頁も参照。
82 『世界憲法集』６７頁。「大統領は、法律が誠実に執行されるよう配慮し、
合衆国のすべての公務員に辞令を発する」（２条３節）。
83 Michael Stokes Paulsen, The Most Dangerous Branch: Executive Power
to Say What the Law Is,８３GEO. L.J.２１７,２６２（１９９４）.
84 『世界憲法集』６６頁。「大統領は、その職務の遂行を開始する前に、次の
宣誓または確約を行われなければない。――私は、合衆国大統領の職務を
誠実に遂行し、全力を尽くして、合衆国憲法を維持し、保護し、擁護する
ことを厳粛に誓う（または確約する）」（２条１節８項）。
85 これについては、大林啓吾「大統領の憲法解釈権の淵源――憲法の宣誓
条項の意味――」社会情報論叢１３号９９頁（２００９年）。
86 Jedediah Purdy, Presidential Popular Constitutionalism, ７７ FORDHAM L.
REV.１８３７（２００９）.
《論 説》
５１８（１４９）
また、大統領以外の者（たとえば、司法長官やOLC）が執行府の憲法解
釈または政府の憲法解釈を明らかにすることがある。これについては、
大統領の直接的指示を受けて行う場合とそうでない場合とで違いが生じ
るのか、独自に憲法解釈を行うことができるとすればどのような位置づ
けになるのかなど、いくつかの検討課題があるが、事実上、これまで頻
繁に行われてきた（８７）。ただし、その規範的根拠や法的位置づけについて
は別途検討が必要となろう。
２ 憲法解釈の効果とツアーリの正当化
大統領に憲法解釈権が認められるとしても、それがどのような効果を
もたらすかについて考えなければならない。これについては、様々な効
果が考えられるが、主要な効果としては、法律の執行停止（８８）、司法判断
実施の拒否（８９）、宣言的意味（９０）、法律の運用指針（９１）、行為の正当化（９２）、他
権に対する優越性の提示（９３）、などが挙げられる。
87 See Arthur H. Garrison, The Opinions by the Attorney General and the
Office of Legal Counsel: How and Why They Are Significant?, ７６ ALB. L.
REV.２１７（２０１２）.
88 大統領が違憲だと考える法律の執行停止が認められるかどうかについて
は物議をかもしているところである。たとえば、プラカシュ（Saikrishna
Prakash）は、大統領が違憲と考える法律を停止する権限があるわけではな
いが、そのような法律についても執行しなければならないという要請があ
るわけではないとする。Saikrishna Prakash, The Executive’s Duty to Dis-
regard Unconstitutional Laws,９６GEO. L.J.１６１３（２００８）．また、そうした権
限を認めるとしても、ジョンセン（Dawn E. Johnsen）のように、あらゆる
執行停止を認めるのではなく、領域によっては執行停止が認められる場面
があるとする見解もある。Dawn E. Johnsen, Presidential Non-Enforce-
ment of Constitutionally Objectionable Statutes,６３LAW & CONTEMP. PROB.
７（２０００）．また、ジョンセンは、法律の執行を拒絶できる前提として、①単
に自己の憲法解釈に基づくのではなく最善の憲法解釈を構築しようとする
観点から解釈しなければならないこと、②他権の憲法解釈を尊重しなけれ
ばならないことを挙げている。Dawn E. Johnsen, What’s a President to
Do? Interpreting the Constitution in the Wake of Bush Administration
Abuses,８８B.U.L. REV.３９５,４１２―４１４（２００８）.
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このうち、ツアーリの正当化では、行為の正当化と他権に対する優越
性が関連する。憲法２条２節２項は、上級公務員を上院の承認にかから
しめ、下級公務員については法律の定めによるとしている。ゆえに、大
統領が独自に任命できる者は公務員に該当しない可能性があることは先
述の通りである。
しかし、そのことは公務員に該当しない者を任命しうる余地があるこ
とを示すだけであって、なぜそれらの者を任命する憲法上の権限が大統
領にあるのかを示さなければならない。その根拠になりそうなのは執行
権条項であり、①責務遂行に不可欠なことと②自律領域の問題であるこ
との２つの理由が考えられる。
①は、大統領が執行権の責務を果たすためには、信頼できるスタッフ
が必要不可欠であるということである。オバマ大統領が主張したよう
に、大統領の責務を果たすためには適切な助言者が必要であり、そのた
めにはツアーリが必要だということになる。これは主に行為の正当化理
由となる点である。②は、ホワイトハウスはまさに大統領が政策決定を
行う場であり、それに関する事項については他権が口を出せない領域で
あるというものである。したがって、大統領は自らの判断で必要なス
タッフをそろえることができる。この理由は、ツアーリの正当化理由に
なると同時に、この領域における他権に対する優越性を提示している。
89 大統領が司法判断を無視した例としては、Worcester v. Georgia, ３１ U.S.
５１５（１８３２）連邦最高裁判決やEx Parte Merryman, １７ F. Cas. １４４（C.C.D.
Md.１８６１）連邦高裁判決などが挙げられる。
90 ただちに具体的な効果が生まれるわけではないが、ある憲法問題に関す
る大統領の解釈を表明する場合などがそれに当たる。
91 大統領の憲法解釈に基づき、法律を合憲的に適用するために指針を打ち
出すものである。２２６２条に関するオバマ大統領の反論はまさにそれである。
92 自らの行為が正当だと主張する場合のことである。NSA盗聴事件が発覚
した際、Ｇ・Ｗ・ブッシュ大統領はその行為が正当であるという憲法解釈
を提示している。See Charles Lane, White House Elaborates on Authority
for Eavesdropping, WASH. POST, Dec.２０,２００５, at A１０.
93 これは、他の効果とも併存するものであるが、ある憲法問題につき、執
行府の行為が他権に優先することを主張する場合の事である。
《論 説》
５１６（１５１）
このような主張は、United States v. Nixon判決でニクソン側が主張
したことと同じである。ニクソン側は、率直な助言を得る必要性とそれ
が脅かされることが大統領の独立性を侵害することになると主張してい
たからである。そして、判決は大統領がそのような助言を受ける権限を
有していることを、絶対的なものではないと留保しつつも、それを認め
た。したがって、オバマ大統領の主張はそれなりに筋の通ったものとい
える。
大統領がツアーリを抱える権限があるとした場合、今度は逆に立法府
はどこまでツアーリを統制できるのかという問題が生じることになる。
最後にこの点を検討する。
３ ２２６２条は執行権を侵害するか？
２０１１年に連邦議会が国防予算に関連づけて制定した２２６２条は、一定の
ツアーリに対する予算の使用を禁止するものである。大統領が憲法上の
責務を果たすために適切な助言を受ける権限を有しているとすれば、本
法はそれを侵害する可能性がある。だからこそ、オバマ大統領は署名声
明で、大統領の権限を侵害しない方法で本法を実施すると述べているの
である。
この問題は、固有の権限論または執行統括論に関連する（９４）。憲法は三
権に固有の権限を付与し、執行権付与条項や誠実執行条項は大統領に固
有の執行権を付与している。そのため、大統領は他権に阻害されずに執
行府の責務を遂行する権限を有する。執行府の責務を遂行するためには
適切な助言を得ることが必要であり、他権がこれを阻害することは許さ
れないというわけである（９５）。
こうした主張は、それ自体議論の余地があるが、ツアーリに関してい
えば憲法２条２節２項との関係をどのように説明するかについて答えな
94 See, e.g., Steven G. Calabresi and Saikrishna B. Prakash, The Presi-
dent’s Power to Execute the Laws,１０４YALE L.J.５４１（１９９４）.
95 See, e.g., Heidi Kitrosser, The Accountable Executive, ９３ MINN. L. REV.
１７４１,１７６５―１７６６（２００９）.
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ければならない。同条項は下級公務員の創設について法律に委ねている
ことから、ホワイトハウスのスタッフも法律事項になり、２２６２条はその
一環であると解することが可能だからである。おそらく、固有権論から
すれば、ホワイトハウスのスタッフは執行府固有の領域であることか
ら、法律の対象にならないと回答するように思える。
しかしながら、これに対しては、２２６２条は特定のツアーリへの支出を
制限しているにすぎないことから、ホワイトハウスのスタッフに関する
大統領の裁量を制約しようとしているわけではないという反論がありう
る（９６）。２２６２条は大統領の権限に重大な制限を課しているわけではないか
らこそ、署名声明も本法を違憲とまでしていないと考えるわけである。
また、２２６２条が規制対象としているツアーリは、①医療改革関連、②
エネルギー関連、③産業関連、④都市政策関連の４つである。たしか
に、これらの事項も重要な政策事項ではあるが、いずれも憲法が執行府
の責務として直接明示している事柄ではない。大統領は軍事や外交につ
いて他権に優越するが、社会問題や経済問題について必ずしも他権に優
先するわけではない（９７）。憲法が明示しない事項であっても、執行府が
様々な政策を行うために助言者のアドバイスを受ける権限があることは
認められているが、それと同時に、その内容が憲法上の執行府の責務に
関連する場合に重要性が増す。そのため、本件で問題となっている事項
については、それほど優先性が高いわけではなく、直接的な制限になっ
ていない以上、違憲とはいえないことになろう。
後序
冒頭のエピグラフにあるように、従来から大統領は有能な側近を欲し
96 Saiger, supra note２１, at２６０４
97 John C. Yoo, Czar, Libya, and Recent Developments: President Obama
and the Framers’Presidency, ３６HARV. J.L. & PUB. POL’Y７３,７６（２０１３）．こ
の点、オバマ大統領は、軍事や外交について他権と協同し、社会問題や経
済問題についてイニシアティブをとろうとしており、本来とは逆の方向に
向かっているという指摘がある。
《論 説》
５１４（１５３）
てきた。実際、ホワイトハウスのスタッフは大統領が政策実現を行う上
で欠かせない存在となっている。しかし、憲法上の規定がない以上、そ
の存在については憲法的分析を行っておく必要がある。
本稿で憲法的問題を分析した結果、ホワイトハウスのツアーリの問題
は、①それが上院の承認や立法の関与を免れることの問題、②大統領が
それを創設することができるのかという問題、③それを統制することが
逆に大統領の組織的自律や助言に関する権限を侵害しないかという問題
をはらむことが判明した。これらのうち、①の問題は現時点では政治的
問題にとどまるが、②と③は法的問題である。ただし、大統領は憲法上
の権限に基づきツアーリを設けることができると考えられるため、ツ
アーリを問題視するのであれば、結局それは政治的問題として対応する
ことになろう。
オバマ政権のツアーリをみてみると、上院の承認を得ずに多数のツ
アーリを任命している以上、やはりオバマ大統領は上院の足かせを外し
て政策実現をはかろうとする狙いがあったように思える。たしかに、上
院の承認事項はしばしば主要行政機関のトップの人事を遅らせていると
いう現実がある。そのため、上院に諮りさえすれば黙示の承認を得たと
いう解釈も可能ではないかという見解すらでてきている（９８）。上院の承認
が政治的利用に偏ってしまった結果がこうした状況を生み出していると
すれば、その原因がなくなればツアーリも少なくなる可能性がある。ツ
アーリの問題が政治的問題にすぎないとするのであれば、その解決方法
も政治的対応ということになろう。
98 Matthew C. Stephenson, Can the President Appoint Principle Executive
Officers Without a Senate Confirmation Vote?,１２２YALE L.J.９４０（２０１３）.
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